
分

0 0 1,194,06

に

5

合った働き方ができる
目指す姿 勤労者/安心して働くことができる

方針
・市内での就労促進に向け、合同企業説明会ややいづライ

令

フでの情報発信等に引

和

き続き取り組むと
もに

 

、リモートワークによ

5

る転職なき移住を推進

年

するため、首都圏等の

度

企業との関係強化に取

施

り組
む。
・市外からの

策

企業誘致や市内企業の

評

拡張等を支援するため

価

、土地情報の収集と発

書

信に強力に取り組
んで

政

いくとともに、非製造

　

業など大規模な土地を

策

要しない企業等の誘致

0

を推進する。
令和 5

4

年度 ・高齢者、障害者

産

や女性の雇用促進のた

業

めのハローワークと連

の

携した就職面接会など

振

、働き方・労
働者の多

興

様化に対応した就労支

と

援を実施する。

地域資源を活用したまち

指標
成果

づ

有効求人倍率（年度平

く

均） 単位 倍
指標名① 達

り

成率区分 増加目標
令和

施

02年度 令和 4年度

　

令和 5年度 令和 6

策

年度 令和 7年度
目標

0

値 計画 1 1 1 1
実績 0

5

.72 0.99 0.9

雇

5
達成率 99% 95%

用

成果 企業立地件数（累

・

計） 単位 件
指標名② 達

就

成率区分 増加目標
前期

労

間累計 令和 4年度 令

環

和 5年度 令和 6年

境

度 令和 7年度
目標値

の

計画 14 22 17 22

充

実績 25 11 12
達成

実

率 78.57% 54.

主

55%
成果 単位

指標名

管

③ 達成率区分
令和 4

課

年度 令和 5年度 令和

商

 6年度 令和 7年度

工

目標値 計画
実績

達成率

観光課

関連課

事業

商

費内訳 （単位：千円）

工

令和 3年度 令和 4

観

年度 令和 5年度

事業

光

費 計画 0 0 1,176

課

,143
実績 0 0 1,

、

136,449

財
源
内

市

訳

国庫 計画 0 0 31,

民

372
支出金 実績 0 0

課

29,578
県 計画 0

、

0 29,800
支出金

誘

実績 0 0 25,849

致

地方債 計画 0 0 0
実績

戦

0 0 0

その他 計画 0 0

略

1,066,871
実

課

績 0 0 1,035,0

施

34
一般 計画 0 0 48

策

,100
財源 実績 0 0

が

45,988

人件費 計

市

画 0 0 3,288
実績

民

0 0 57,616
トー

/

タル 計画 0 0 1,17

自

9,431
コスト 実績



・
参

掛けづくりが必要であ

加

る。
施策の ・工場等の

企

移転・拡張や市外企業

業

の新たな立地への対応

の

として産業用地を創出

採

するため、あらゆる
課

用

題 制度に目を向け、情

ス

報収集するとともに関

キ

係各機関との調整を図

ル

っていく必要がある。

地

向

・企業の人手不足対策

上

として、就労体系の見

を

直しや福利厚生制度の

図

充実、職場環境の整備

る

といった
企業や事業所

セ

が行う取組を支援する

ミ

とともに、企業と働き

ナ

手のミスマッチの解消

ー

を支援する必要が
ある

を

。

・農業の法人化や企

元

開

業誘致により、雇用の

催

拡大を図ってほしい。

す

・市内企業の情報発信

る

により、企業と働き手

等

のミスマッチ解消に努

、

めてほしい。
・市内企

若

業の就職情報を効果的

年

に発信してほしい。
・

層

姉妹都市とのインター

や

ンシップなど就労交流

高

移

を推進してほしい。

市

住

民意見

希望者の就職活動

校

及び地元企業
への支援

生

等両側面からのアプロ

を

ーチによる働き手の確

対

保を図った。
・高齢者

象

や子育て世代等の女性

と

を対象とした就職相談

し

会や就労に悩みを持つ

た

若者等と保護者を対象

地

とした就労支援セミナ

元

ーを実施し、雇用の促

企

進を図った。
・本市の

業

企業情報や採用情報を

の

リニューアルした焼津

合

市移住定住応援サイト

同

「やいづライフ」にリ

説

アルタイムで掲載し、

明

より効果的、効率的に

会

発信した。
・都市部に

や

勤務する高度なスキル

イ

を有する複業人材との

ン

マッチング事業により

タ

、市内13事業所と1

ー

6
施策の 人の複業人材

ン

が合宿に参加したこと

シ

で、各企業の課題解決

ッ

のための人材確保に繋

プ

がった。
振り返り ・工

等

場等の移転や拡張、新

に

規企業の立地による新

、

たな雇用の創出のため

延

、産業用地の開発可能

べ

性調
査を実施するとと

4

もに、この調査結果に

,

基づき、市の産業立地

5

の考え方や開発の可能

1

性エリアを示
した「焼

8

津市産業立地ビジョン

人

」を策定した。また、

の

立地に際しての相談窓

学

口を一本化したワンス

生

トップ窓口の開設や市

と

のホームページ等での

8

工場等の空き用地の情

2

報発信に対し、立地希

9

望事業者
から好評を得

社

た。
・漁具倉庫（焼津

の

ＰＯＲＴＥＲＳ）を活

企

用した首都圏企業と市

業

内企業との交流により

が

地域の企業・
産業のＤ

参

Ｘ化、新販路の開拓等

加

の結果、首都圏のＩＴ

し

系企業等の非製造業３

た

社の企業進出に繋がっ

。

た。

・合同企業説明会

ま

や「やいづライフ」等

た

により「焼津で働くこ

、

との魅力」等について

首

、メッセージ
性のある

都

情報を中高生等若年層

圏

に発信することで、焼

か

津市や焼津市の企業の

ら

認知度の向上、UIJ

の

タ
ーンによる移住・定

転

住人口の増加に繋げ企

職

業の働き手を確保する

評

・

必要がある。
・ハロー

再

ワークなど関係機関と

就

連携して市内企業に対

職

し研修会等を実施し、

希

多様な人材の雇用を促

望

進する必要がある。
・

者

漁具倉庫を活用したテ

を

レワークやＤＸの推進

対

により地方へ進出を希

象

望している首都圏のＩ

価

に

Ｔ企業
等へのＰＲを実

、

施し、さらなる企業進

企

出に繋げるとともに若

業

年層の雇用を創出する

と

必要がある。
・ワーケ

の

ーションで焼津を訪れ

交

た企業と地元企業の交

流

流機会を設け、新たな

会

ビジネスマッチングを

や

コーディネートする仕


